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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第51期

第２四半期

連結累計期間

第52期

第２四半期

連結累計期間

第51期

第２四半期

連結会計期間

第52期

第２四半期

連結会計期間

第51期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 1,715,4143,464,3991,029,3451,831,8664,470,984

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） △232,605307,429△44,774 189,484△40,497

四半期（当期）純利益又
は四半期純損失（△）

（千円） △91,279 216,340△14,530 119,413 45,849

純資産額 （千円） － － 9,185,9938,899,8459,224,102

総資産額 （千円） － － 10,179,82410,520,94810,824,700

１株当たり純資産額 （円） － － 1,135.191,114.111,158.73

１株当たり四半期（当
期）純利益金額又は四半
期純損失金額（△）

（円） △11.93 29.20 △1.92 16.12 6.07

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － 29.09 － 16.06 6.05

自己資本比率 （％） － － 84.1 78.4 79.3

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 289,584174,564 － － 480,652

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 56,731△80,247 － － △150,425

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △167,696△62,687 － － △234,454

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － － 2,837,9632,786,7452,755,116

従業員数 （名） － － 297 299 296

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第51期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は

存在しますが１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、関係会社の異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 299　

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 175　

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称及び詳細品目 　金額(千円) 前年同四半期比(％)

受託製品 　 　

　半導体製造装置関連 661,586 －

　産業用制御機器 190,966 －

　計測機器 112,432 －

　小計 964,985 －

自社製品 　 　

　組込みモジュール 134,531 －

　画像処理モジュール 56,624 －

　計測通信機器 53,494 －

　小計 244,650 －

合計 1,209,636 －

(注) １　金額は製造原価にて表示しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　自社製品セグメントにおいては、記載した詳細品目に付属する周辺機器の提供として、自社製品関連商品の販

売を行っておりますが、当該仕入実績は、（2）商品仕入実績として別途記載しております。

　

(2)　商品仕入実績

当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称及び詳細品目 　金額(千円) 前年同四半期比(％)

自社製品 　 　

　自社製品関連商品 35,798 －

　小計 35,798 －

合計 35,798 －

(注) １　金額は仕入価格にて表示しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(3)　受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称及び詳細品目 受注高(千円) 前年同四半期比(％)受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

受託製品 　 　 　 　

　半導体製造装置関連 791,364 － 317,971 －

　産業用制御機器 204,957 － 208,250 －

　計測機器 198,222 － 160,742 －

　小計 1,194,544 － 686,965 －

合計 1,194,544 － 686,965 －

(注) １　金額は販売価格にて表示しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　自社製品セグメントにおいては、需要予測に基づく見込生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(4)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称及び詳細品目 　金額(千円) 前年同四半期比(％)

受託製品 　 　

　半導体製造装置関連 892,680 －

　産業用制御機器 236,875 －

　計測機器 161,468 －

　小計 1,291,024 －

自社製品 　 　

　組込みモジュール 211,646 －

　画像処理モジュール 147,531 －

　計測通信機器 137,214 －

　自社製品関連商品 44,449 －

　小計 540,842 －

合計 1,831,866 －

(注) １　主な相手先別の販売実績及び総販売額に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

東京エレクトロン東北㈱ 98,313 9.6 364,475 19.9

㈱ニコン 159,148 15.5 253,189 13.8

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の持ち直し、また経済対
策の効果などにより景気は緩やかに回復しつつあるものの、海外経済の減速や急激な円高進行の影響に
より企業収益の改善が弱まっており、依然として不透明な状況が続いております。
当社グループに関連深い半導体製造装置業界におきましては、前期後半から各種デジタル機器の需要
が回復し、大手半導体メーカーの大型投資が再開されるなど、半導体製造装置市場の需要は、昨年に比べ
大幅な回復を持続しております。
このような経営環境のもと、当社グループは新規分野の顧客開拓や新製品投入を目指し、顧客の信頼を
得る品質の確保とともに、コスト削減を含めた生産性の向上に取り組んでおります。
この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,831百万円（前年同四半期比78.0％増）、営業利益
は186百万円(前年同四半期は74百万円の損失)、経常利益は189百万円(前年同四半期は44百万円の損失)、
四半期純利益は119百万円(前年同四半期は14百万円の損失)となりました。
　
当社グループでは、事業内容を２つの報告セグメントに分けております。当第２四半期連結会計期間に
おけるセグメント別の状況は次のとおりであります。
①　受託製品
当該セグメントは、半導体製造装置関連、産業用制御機器及び計測機器の開発・製造・販売を行ってお
ります。当第２四半期連結会計期間は半導体製造装置関連の特に前工程の大幅な受注拡大により売上高
は1,291百万円、セグメント営業利益は197百万円となりました。
当該セグメントの品目別売上の状況は次のとおりであります。
イ）半導体製造装置関連
当該品目は、半導体製造装置の制御部を提供しております。半導体価格の回復、半導体メーカーの
設備稼働率の改善により大手半導体メーカーの設備投資が再開され、昨年11月より受注の改善傾向
が見られ、当第２四半期連結会計期間においてもさらに受注が増大したため、売上高は増加いたしま
した。
この結果、売上高は892百万円となりました。

ロ）産業用制御機器
当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の制御部の開発・製造を行いカスタマイズ製品として
提供しております。本年２月よりFA全般において受注に改善の兆しが見られ、本格的な回復に至らな
いものの売上高は増加いたしました。
この結果、売上高は236百万円となりました。

ハ）計測機器
当該品目は、各種計測機器のコントローラ、通信機器の制御部の開発・製造を行いカスタマイズ製
品として提供しております。工業用計測機器全般の受注は回復しましたが、主力の電力関連機器の売
上高は製品単価引き下げの影響により減少しました。
この結果、売上高は161百万円となりました。

　
②　自社製品
当該セグメントは、組込みモジュール、画像処理モジュール及び計測通信機器の開発・製造・販売並び
にこれらに付属する周辺機器及びソフトウェア等の自社製品関連商品の販売を行っております。当第２
四半期連結会計期間は組込みモジュール及び画像処理モジュールの受注拡大により売上高は540百万円、
セグメント営業利益は105百万円となりました。
当該セグメントの品目別売上の状況は次のとおりであります。
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イ）組込みモジュール
当該品目は、半導体製造装置、FA全般、電力・通信関連向けに提供しております。FA全般の需要の急
回復に加え、半導体製造装置関連の好転により、売上高は大幅に増加いたしました。
この結果、売上高は211百万円となりました。

ロ）画像処理モジュール
当該品目は、FA全般、各種検査装置、液晶関連機器に提供しております。売上比率が高い液晶関連機
器の設備投資の回復、FA全般が回復したことに加え、新分野での新製品の販売が貢献したことにより
売上高は増加いたしました。
この結果、売上高は147百万円となりました。

ハ）計測通信機器
当該品目は、超高速シリアル通信モジュール「GiGA CHANNEL」シリーズ、FAXサーバ・コールセン
ター向けCTI（Computer Telephony Integration）及びリモート監視機器を提供しております。半導
体製造装置業界及びFA全般は回復が進みましたが、CTI機器の低迷により売上高は減少いたしまし
た。
この結果、売上高は137百万円となりました。

ニ）自社製品関連商品
当該品目は、自社製品の販売促進とシステム販売による高付加価値化を図るため、ソフトウェア及
び付属の周辺機器を提供しております。自社製品全般が回復に転じたことにより、売上高は増加いた
しました。
この結果、売上高は44百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（資産）
当第２四半期連結会計期間末における資産は10,520百万円（前連結会計年度末に比べ303百万円の減
少）となりました。
流動資産につきましては、主に、現金及び預金が131百万円増加、業績の回復を背景に受取手形及び売掛
金が219百万円増加、商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品これらのたな卸資産が194百万円増加、その
他が14百万円増加した結果、559百万円増加し6,936百万円となりました。固定資産につきましては、積極
的な設備投資は行っておらず、主に、減価償却により有形固定資産が34百万円減少、無形固定資産が8百万
円減少、投資その他の資産が投資有価証券の時価変動等の影響により820百万円減少した結果、863百万円
減少し3,584百万円となりました。
（負債）
当第２四半期連結会計期間末における負債は1,621百万円（前連結会計年度末に比べ20百万円の増
加）となりました。
流動負債につきましては、主に、原材料等の購入増加に伴い支払手形及び買掛金が149百万円増加、未払
法人税等が66百万円増加、賞与引当金が91百万円増加、役員賞与引当金が6百万円増加、その他が未払消費
税及び未払費用の増加等により37百万円増加した結果、351百万円増加し1,243百万円となりました。固定
負債につきましては、主に、その他が繰延税金負債の減少により332百万円減少した結果、330百万円減少
し377百万円となりました。
（純資産）
当第２四半期連結会計期間末における純資産は8,899百万円（前連結会計年度末に比べ324百万円の減
少）となりました。
主に、利益剰余金が157百万円増加、その他有価証券評価差額金が487百万円減少したことが要因となり
ます。
なお、当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は78.4％（前連結会計年度末に比べ0.9ポイ
ントの減少）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、2,786百万円（第１四半期連結会計期間
末に比べ151百万円の増加）となりました。
また、当第２四半期連結会計期間におけるフリー・キャッシュフローは、158百万円の増加（前年同四
半期は100百万円の増加）であります。
営業活動、投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローの主な内容は次のとおりであります。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動によるキャッシュ・フローは、143百万円の増加（前年同四半期は74百万円の増加）となりま
した。
主に、税金等調整前四半期純利益及び減価償却費の計上、賞与引当金及び仕入債務の増加等の増加要因
が、売上債権及びたな卸資産の増加等の減少要因を上回ったことによる増加となります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動によるキャッシュ・フローは、15百万円の増加（前年同四半期は25百万円の増加）となりま
した。
主に、投資有価証券の売却による収入等といった増加要因が、有形・無形固定資産の取得といった減少
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要因を上回ったことによる増加となります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動によるキャッシュ・フローは、7百万円の減少（前年同四半期は70百万円の減少）となりまし
た。

主に、配当金の支払等の減少要因によるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生
じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は163百万円でありま
す。
なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま
せん。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

① 当社グループの経営成績に影響を与える主な要因

　[半導体市況変動による影響]

半導体製造装置関連は当社グループの重要な経営の柱であり、半導体市況の急激な変動は当社グ

ループ業績に最も大きな影響力があります。したがって、予期せぬ市場規模の大幅な縮小によって、受

注減・在庫増加等により当社グループ業績およびキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性がありま

す。

　
　[研究開発による影響]

当社グループは組込みモジュール技術・画像処理技術・通信技術をコア技術として最先端の技術

を創造すると同時に市場からの新しい要求に対しタイムリーに製品化を進め、製品の差別化と高い利

益率の確保に取り組んできました。しかしながら、新技術は未知の要素も多く新製品投入時期の遅れ

要因となることもあり、当社グループ業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
　[品質に関する影響]

当社グループは顧客満足を満たす品質確保のためにいち早くISO9001の認証取得を含む品質保証体

制を確立すると同時にサービス・サポート体制の充実を図り、多くの顧客の信頼に応えてきました。

しかしながら、当社グループ製品が先端技術を利用することによるリスクを含み、予期せぬ不具合品

が発生する等により当社グループ業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
　[競合他者との競争]

当社グループの自社製品は組込みモジュール・画像処理モジュール・計測通信機器の３種類の製

品群があります。今後も開発の選択と集中および３製品群の複合技術による製品の差別化を図り、さ

らにマーケットシェアの拡大と高収益の追求に取り組みます。また、受託製品に関しても自社製品の

技術リソースを利用した提案営業を積極的に進め、顧客の課題解決とコストダウン要求に応え、合せ

て当社グループの付加価値の改善を図っています。しかしながら、半導体技術の急速な進歩により組

込みモジュール分野も製品サイクルの短縮化と競争激化が年々進んでおり、長期的には当社グループ

業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

② 戦略的現状と見通し

この状況を踏まえて、当社グループは、主要事業分野であります半導体製造装置関連分野、産業用制御

機器分野及び計測機器分野におきましては引き続き積極的に経営資源を投入し、自社製品技術をベー

スにした提案型製品の増強を図り、付加価値の向上を目指し、更に新分野として太陽電池、二次電池、船

舶、印刷、薬剤、選果業界への開拓を進めます。
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また、自社製品であります組込みモジュール、画像処理モジュール及び計測通信関連の事業分野にお

きましては、コア技術のLSI化（IP化）による製品の差別化や高速システムバス（PCI Express）への

対応も含めて更にシリーズの充実を図り、基盤事業として継続・発展させるために今後も積極的に経

営資源を投入いたします。更にコア技術（組込み・画像・通信）の複合化も含めての製品の差別化を

行い、インテリジェントカメラ、超高速アナログ変換ボード及びリモート監視装置、産業用スマートグ

リッド対応電源などの高付加価値製品により新たな市場（顧客）の開拓を行い、売上構成の多角化と

拡大を目指します。

自社における製品開発に加えて、他社の独自技術の積極的な採用など、他社とのコラボレーションで

開発リスクの軽減、開発効率を考慮した新分野の製品開発も行ってまいります。

販売面においては、関西地区の営業拠点の設立等による販売体制の強化、そして海外マーケット（東

アジア）への展開を進めております。また、当社グループの生産状況は多機種変量(少量～多量)生産で

ありますが、品質向上、コストダウン、短納期生産を更に促進するため、社内生産方式の効率化による改

革及び国内外のEMS企業の最適活用を含めた生産体制の改善を継続しております。そして環境保全のた

めに電気・電子機器の化学物質（鉛含む）を規制するEUの「RoHS(Restriction of the use of

certain Hazardous Substances in electrical and electronic 

equipment：電機電子機器に含まれる特定有害物質使用制限指令)」はもとより

「REACH(Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals：化学物質の登

録、評価、許可、制限に関する規則)」について対応を推進しております。

そして、主要な市場である半導体製造装置業界特有の急激な需要変動に対応するため、変動費のコン

トロール、適正な固定費の維持及びその他経費の有効活用を継続し、成果に基づく人事制度の活用によ

る人材の活性化も継続して推し進めます。

更に３ヵ年中期経営計画の策定を行い中長期的な展望のもと、経営資源の有効活用等により経営の効

率化を行い、収益の向上及び財務状況の改善を図り企業の体質強化に努めます。

　

(7)　経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、半導体製造装置分野を事業基盤としており、この分野への依存度が高く、従ってこの

業種特有の景気変動の影響を大きく受けやすい業態であります。今後は他分野との売上構成の均衡を目

指すとともに、収益及び財務体質の向上を進めてまいります。

また、地球環境の保全を念頭に置き、自ら定めた環境方針に基づく企業経営を行うことにより、当社グ

ループが担うべき社会的責任を果たして行く所存であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

また、第１四半期連結会計期間末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,500,000

計 23,500,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末現在

発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月15日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 8,064,542 8,064,542
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
単元株式数は100株
であります。

計 8,064,542 8,064,542 ― ―

（注）大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場ととも

に、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成20年12月12日　取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数(個) 980

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　 98,000　　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　　　　399　　(注)２

新株予約権の行使期間 平成23年２月１日～平成26年１月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

　　　　　　　　発行価格　　493
　　　　　　　　資本組入額　247　(注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとす
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)６
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(注) １　各新株予約権の目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、割当日後、当社が

当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）

または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式について行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割（または株式併合）の比率 

また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で株式数を調整する。

２　各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

　　なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの行使価

額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（株式併合）の比率

　　また、新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使により、株式を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切

上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

　　上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとする。

３　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には資本組入は行わないものとす

る。

４　新株予約権の行使の条件

①　対象者は、新株予約権行使時に、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員その他これに準ず

る地位にあることを要するものとする。

②　新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。

③　その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で

締結する新株予約権割当契約において定めるものとする。

５　当社株主総会及び取締役会決議において定めるところに従い、当社を消滅会社若しくは資本下位会社とする組

織再編（合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転）を行う場合において、組織再編を実施する際に定

める契約書または計画書等に規定される比率に従い、新株予約権者に対して、組織再編により存続会社若しく

は資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができるものとする。

６　新株予約権の取得の条件

①　当社が消滅会社となる合併、当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転、または当社が分割会社

となる会社分割に関し、当社株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分割の場合は取締役会決議）

がなされた場合、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされた場合は、当社は新株予約権を無償

で取得することができる。

②　新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合やその他の要因等により本新株予約権の全部または一

部の行使が可能と見込めない場合、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年９月30日 ― 8,064,542 ― 2,354,094 ― 2,444,942

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合(％)

株式会社ニコン 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 1,293,400 16.03

ザ・エスエフピー・バリュー・
リアライゼーション・マスター
・ファンド・リミテッド
（常任代理人　クレディ・スイス
証券㈱）

P.O. BOX 309GT,UGLAND HOUSE,
SOUTH CHURCH STREET GEORGE TOWN,
GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLAND,
BRITISH WEST INDIES
（東京都港区六本木一丁目６番１号　泉ガー
デンタワー）

1,250,600 15.50

御　船　　滋 福岡県久留米市 365,900 4.53

ジェイピー　モルガン　クリアリ
ング　コープ　セク
（常任代理人　シティバンク銀行
㈱）

ONE METROTECH CENTER NORTH,
BROOKLYN,NY 11201
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

289,500 3.58

奥　村　龍　昭 神奈川県川崎市麻生区 237,000 2.93

ユービーエス　エージー　ロンド
ン　アカウント　アイピービー　セ
グリゲイテッド　クライアント　
アカウント
（常任代理人　シティバンク銀行
㈱）

AESCHENVORSTADT 48 
CH-4002 BASEL SWITZERLAND
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

236,800 2.93

アバールグループ社員持株会 東京都町田市旭町一丁目25番10号 227,395 2.81

嶋　村　　　清 東京都多摩市 170,000 2.10

株式会社アクセル
東京都千代田区外神田四丁目14番１号　
秋葉原UDX南ウィング10階

160,000 1.98

奥　村　秀　樹 東京都目黒区 137,000 1.69

計 － 4,367,595 54.15

(注) １　自己株式を大量に保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。その内容は次のとおりであ

ります。

保有株式数 656,375株株式保有割合 8.13％

２　ザ・エスエフピー・バリュー・リアライゼーション・マスター・ファンド・リミテッドほか１名の共同保有

者から、大量保有に関する変更報告書の提出があり、以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができない部分については、上記

大株主の状況には含めておりません。

大量保有に関する変更報告書の内容は次のとおりであります。

　 大量保有者名 ザ・エスエフピー・バリュー・リアライゼーション・マスター・ファンド・リ

ミテッド

(The SFP Value Realization Master Fund Ltd.)

　 住所 英領西インド諸島、ケイマン諸島、グランドケイマン、ジョージ・タウン、サウス

・チャーチ・ストリート、ユグランド・ハウス、私書箱309GT

エム・アンド・シー・コーポレート・サービシーズ・リミテッド内
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　 大量保有者名 マネージド・アカウント・インベストメンツ、エスピーシー

(Managed Account Investments, SPC)

　 住所 ケイマン諸島、グランドケイマンKY1-1108、サウス・チャーチ・ストリート、私

書箱1234、クイーンゲートハウス
　

提出書類 提出日 報告義務発生日
所有株式数

(株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

変更報告書 平成22年９月７日 平成22年８月31日 1,540,200 19.10

　

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 656,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,407,100 74,071 －

単元未満株式 普通株式 1,142 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 　 8,064,542 － －

総株主の議決権 　 － 74,071 －

(注) １　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式75株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社アバールデータ
東京都町田市旭町

一丁目25番10号
656,300 － 656,300 8.13

計 － 656,300 － 656,300 8.13

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 628 700 660 670 629 591

最低(円) 585 541 580 582 526 495

(注)　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期
連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,576,600 3,444,975

受取手形及び売掛金 1,393,718 1,174,577

有価証券 10,145 10,140

商品及び製品 261,564 283,928

仕掛品 335,467 292,472

原材料及び貯蔵品 845,704 671,676

その他 513,564 499,498

流動資産合計 6,936,765 6,377,269

固定資産

有形固定資産

土地 1,316,699 1,316,699

その他（純額） ※１
 1,004,713

※１
 1,038,862

有形固定資産合計 2,321,413 2,355,562

無形固定資産 55,180 63,620

投資その他の資産

投資有価証券 1,143,646 1,963,334

その他 94,536 95,566

貸倒引当金 △30,593 △30,653

投資その他の資産合計 1,207,589 2,028,246

固定資産合計 3,584,183 4,447,430

資産合計 10,520,948 10,824,700

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 849,210 699,515

未払法人税等 81,642 15,623

賞与引当金 191,981 100,521

役員賞与引当金 6,228 －

その他 114,499 76,714

流動負債合計 1,243,562 892,375

固定負債

退職給付引当金 92,253 90,770

役員退職慰労引当金 77,030 77,030

その他 208,257 540,422

固定負債合計 377,540 708,222

負債合計 1,621,103 1,600,598
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(単位：千円)

当第２四半期
連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,354,094 2,354,094

資本剰余金 2,459,689 2,459,689

利益剰余金 3,341,654 3,184,580

自己株式 △277,538 △277,459

株主資本合計 7,877,899 7,720,905

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 375,585 863,305

評価・換算差額等合計 375,585 863,305

新株予約権 7,738 5,527

少数株主持分 638,622 634,364

純資産合計 8,899,845 9,224,102

負債純資産合計 10,520,948 10,824,700
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(2)　【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,715,414 3,464,399

売上原価 1,340,006 2,409,375

売上総利益 375,407 1,055,023

販売費及び一般管理費 ※１
 687,809

※１
 785,438

営業利益又は営業損失（△） △312,401 269,584

営業外収益

受取利息 2,095 1,208

受取配当金 34,739 33,094

助成金収入 30,537 －

その他 12,857 3,543

営業外収益合計 80,229 37,846

営業外費用

為替差損 － 1

支払手数料 432 －

営業外費用合計 432 1

経常利益又は経常損失（△） △232,605 307,429

特別利益

固定資産売却益 － 300

投資有価証券売却益 69,228 51,965

その他 70 60

特別利益合計 69,298 52,325

特別損失

固定資産除却損 589 32

特別損失合計 589 32

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△163,896 359,722

法人税、住民税及び事業税 8,306 76,288

法人税等調整額 △77,170 59,085

法人税等合計 △68,864 135,374

少数株主損益調整前四半期純利益 － 224,348

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,752 8,007

四半期純利益又は四半期純損失（△） △91,279 216,340
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,029,345 1,831,866

売上原価 761,338 1,234,984

売上総利益 268,007 596,881

販売費及び一般管理費 ※１
 342,241

※１
 410,337

営業利益又は営業損失（△） △74,234 186,543

営業外収益

受取利息 1,056 640

受取配当金 755 752

助成金収入 17,671 －

その他 10,225 1,547

営業外収益合計 29,709 2,940

営業外費用

支払手数料 249 －

営業外費用合計 249 －

経常利益又は経常損失（△） △44,774 189,484

特別利益

投資有価証券売却益 37,122 24,023

その他 50 30

特別利益合計 37,172 24,053

特別損失

固定資産除却損 97 32

特別損失合計 97 32

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△7,699 213,504

法人税、住民税及び事業税 6,582 53,827

法人税等調整額 △7,471 34,920

法人税等合計 △889 88,748

少数株主損益調整前四半期純利益 － 124,756

少数株主利益 7,720 5,343

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14,530 119,413
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△163,896 359,722

減価償却費 85,545 76,371

賞与引当金の増減額（△は減少） 32,680 91,459

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 6,228

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,688 1,483

受取利息及び受取配当金 △36,834 △34,303

助成金収入 △30,537 －

固定資産除却損 589 32

固定資産売却損益（△は益） － △300

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △69,228 △51,965

売上債権の増減額（△は増加） 50,221 △219,140

たな卸資産の増減額（△は増加） 181,247 △194,658

未収入金の増減額（△は増加） 37,072 △94,652

仕入債務の増減額（△は減少） 16,997 149,695

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,466 23,763

その他 △4,320 6,585

小計 103,692 120,320

利息及び配当金の受取額 36,697 34,265

助成金の受取額 12,837 20,658

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 136,356 △679

営業活動によるキャッシュ・フロー 289,584 174,564

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △200,000 △400,000

定期預金の払戻による収入 200,000 300,000

投資有価証券の取得による支出 △1,000 －

投資有価証券の売却による収入 69,645 52,382

有形固定資産の取得による支出 △3,623 △28,501

無形固定資産の取得による支出 △9,000 △5,058

その他 709 929

投資活動によるキャッシュ・フロー 56,731 △80,247

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △102,032 △79

配当金の支払額 △61,914 △58,858

少数株主への配当金の支払額 △3,750 △3,750

財務活動によるキャッシュ・フロー △167,696 △62,687

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 178,619 31,629

現金及び現金同等物の期首残高 2,659,344 2,755,116

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,837,963

※１
 2,786,745
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【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一
部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少
数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
　

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一
部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少
数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
　

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。
　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 1,628,708千円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 1,566,713千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

広告宣伝費 10,570千円

給与手当・賞与 198,511千円

賞与引当金繰入額 34,362千円

租税公課 14,627千円

減価償却費 15,972千円

研究開発費 257,480千円
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

広告宣伝費 10,084千円

給与手当・賞与 210,787千円

賞与引当金繰入額 55,603千円

役員賞与引当金繰入額 6,228千円

租税公課 16,658千円

減価償却費 13,738千円

研究開発費 298,794千円

　 　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
 

広告宣伝費 3,492千円
給与手当・賞与 106,700千円
賞与引当金繰入額 8,145千円
租税公課 7,101千円
減価償却費 7,934千円
研究開発費 131,996千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
 

広告宣伝費 2,453千円
給与手当・賞与 114,778千円
賞与引当金繰入額 24,424千円
役員賞与引当金繰入額 4,671千円
租税公課 7,768千円
減価償却費 6,862千円
研究開発費 163,127千円
 

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間
末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間
末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

　

現金及び預金勘定 3,327,828千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△500,000千円

有価証券勘定に含まれるマ
ネー・マネージメント・ファ
ンド

10,134千円

現金及び現金同等物 2,837,963千円

　

　

現金及び預金勘定 3,576,600千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△800,000千円

有価証券勘定に含まれるマ
ネー・マネージメント・ファ
ンド

10,145千円

現金及び現金同等物 2,786,745千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日）

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式 (株) 8,064,542

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式 (株) 656,375

　

３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

会社名 内訳
当第２四半期

連結会計期間末残高（千円）

提出会社
平成21年ストック・オプション
としての新株予約権

7,738

合計 7,738

(注) 　平成21年新株予約権は、権利行使期間の初日は到来しておりません。

　
４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 59,266 8 平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

　

(2)　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 59,265 8 平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

連結グループは、産業用コンピュータ及び周辺装置の開発、製造、販売のみを行っており、単一の事業分野で

の事業活動を行っているため、記載を行っておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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【セグメント情報】

 

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  
平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。
　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、産業用電子機器の開発・製造・販売を行っており、組込・画像・通信・A/D変換の総合力により

受託製品及び自社製品として営業展開しております。

したがって、当社は営業展開の意思決定等を実施する上で重要な管理単位となる「受託製品」及び「自

社製品」の２つを報告セグメントとしております。

「受託製品」は、半導体製造装置関連、産業用制御機器及び計測機器の開発・製造・販売を行っておりま

す。「自社製品」は、組込みモジュール、画像処理モジュール及び計測通信機器の開発・製造・販売並びに

これらに付属する周辺機器及びソフトウェア等の自社製品関連商品の販売を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　 受託製品 自社製品 合計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,473,939 990,459 3,464,399

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － －

計 2,473,939 990,459 3,464,399

セグメント利益 344,714 155,661 500,375

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

　
（単位：千円）

　 受託製品 自社製品 合計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,291,024 540,842 1,831,866

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － －

計 1,291,024 540,842 1,831,866

セグメント利益 197,873 105,309 303,182
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 500,375

セグメント間取引消去 －

全社費用（注） △230,791

四半期連結損益計算書の営業利益 269,584

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 303,182

セグメント間取引消去 －

全社費用（注） △116,638

四半期連結損益計算書の営業利益 186,543

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連

結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 479,942 1,109,452 629,510

債券 　 　 　

　国債・地方債等 29,797 31,194 1,396

　社債 － － －

　その他 － － 　－

その他 10,145 10,145 －

合計 519,885 1,150,791 630,906
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 1,114円11銭

　

　

１株当たり純資産額 1,158円73銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 8,899,845 9,224,102

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計
年度末）の純資産額（千円）

8,253,484 8,584,210

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 646,360 639,891

　（うち新株予約権）（千円） （7,738） （5,527）

　（うち少数株主持分）（千円） （638,622） （634,364）

普通株式の発行済株式数（株） 8,064,542 8,064,542

普通株式の自己株式数（株） 656,375 656,227

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連
結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数
（株）

7,408,167 7,408,315

　

EDINET提出書類

株式会社アバールデータ(E01993)

四半期報告書

27/32



　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純損失金額 11円93銭

　

　

１株当たり四半期純利益金額 29円20銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

29円09銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四
半期純損失金額

　 　

　四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △91,279 216,340

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円）

△91,279 216,340

　普通株式の期中平均株式数（株） 7,649,867 7,408,232

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） － 29,720

　　（うち新株予約権）（株） （－） （29,720）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式で前連結会計年度末から重要な変動
があったものの概要

－ －
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失金額 1円92銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益金額 16円12銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額

16円06銭

　
　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額

　 　

　四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △14,530 119,413

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円）

△14,530 119,413

　普通株式の期中平均株式数（株） 7,583,254 7,408,220

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） － 26,164

　　（うち新株予約権）（株） (－) (26,164)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式で前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第52期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月11日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　

① 中間配当金の総額 59,265千円

② １株当たり中間配当金 8円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月６日

　

EDINET提出書類

株式会社アバールデータ(E01993)

四半期報告書

29/32



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月10日

株式会社アバールデータ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    近　藤　　安　正    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    青　柳　　淳　一    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アバールデータの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アバールデータ及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月９日

株式会社アバールデータ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　近　藤　　　安　正    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 　青　柳　　　淳　一    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アバールデータの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アバールデータ及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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